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◇特に評価が高い点
○母子との適切なかかわり
・経験豊富な職員が在籍されており、職員同士が連携して入所時に母親の生活歴、親族関係、措置理由、母親の意向、行政
担当者の意見等を聴取し、支援目標を決定して自立に向けた支援ができるよう努めている。日常生活、子育て、就労、その
他各種支援については関係機関とも連絡を図りながら臨機応変な対応ができるよう努めている。また、子どもの進路相談に
ついては金銭面でのアドバイスや学校情報の提供を行うなど母子の意向を尊重しながらアドバイスが行われている。
○退所後の支援
・退所後のアフターケアについては、母子からの相談に応えたり直接訪問があるなど、退所後も安定した生活ができるよう
支援されている。
○各種情報の提供等
・母子会が発行する情報誌を配り、各種行事の情報提供を行い、交流を深めてもらえるよう支援されている。施設内の図書
室を開放し、地域の高校生等が利用できるよう配慮されている。
◇改善が求められる点
○施設の運営理念や基本方針、中・長期計画の策定
・「全国母子生活支援施設協議会倫理綱領」に基づいた支援を実践されているが、施設の運営理念や基本方針、中・長期計
画を策定するまでには至っていない。但し、今回の自己評価及び第三者評価を受審したことで、今後検討していきたい旨の
意向が窺えた。理念や基本方針の策定にあたっては母親と子どもの権利擁護の視点を盛り込み、現場職員も参画して策定す
ることを期待したい。また、理念や基本方針の策定に加え、施設が目指すべき方向性を明確にしていく為にも中・長期計画
の策定についても必要であると思われる。公設・公営であり、県内でも数少ない施設という点を踏まえて、今後の具体的な
中・長期計画の策定に期待したい。
○標準的な実施方法の文書化
・支援についての標準的な実施方法については文書化されていない。支援を実施するときの留意点や母子へのプライバシー
の配慮など標準的な実施方法をマニュアル化することを含め、この機会に施設運営管理に関連する各種文書類についても整
備していくことが望まれる。また、現在整備されているマニュアルや文書類は定期的に検証し、必要に応じて見直しを行う
ことが望まれる。



⑤第三者評価結果に対する施設のコメント

⑥第三者評価結果（別紙）

　このたび、初めて第三者評価を受審することとなり、一定の評価をいただく一方で、厳しい評価もいただき、
福祉サービスの質の向上、改善を目的とする本評価の趣旨、効果を自ら体感することとなった。これまで自己評
価については、実施してきたところであるが、甘い評価であったり、改善に生かしきれてない部分があったと思
わざるを得ない評価結果であった。
　今回の評価結果を真摯に受け止めて、指摘事項など改善すべきところは改善し、高評価を得た項目について
も、驕ることなくさらに磨きをかけ、福祉サービス向上、より良い施設運営に繋げたい。



（別紙）

第三者評価結果（母子生活支援施設）

１　支援

第三者
評価結果

①
母親と子どもそれぞれの個別の課題に対応して、専門的支援を行っている。 b

□母親と子どもがそれぞれ抱える個別の課題に対して、目的や目標を明確にした合理的で計
画的な一貫した専門的支援を行っている。

□母親と子どもの課題を正しく理解し、できる限り、親子・家庭のあり方を重視した支援を行って
いる。

□母親と子どもが、自己の意思で課題を解決できるように個々の気持ちに寄り添った支援を
行っている。

□資料等を使いながら、必要な手続きをわかりやすく説明し、必要に応じて職員が機関等への
同行及び代弁を行っている。

□専門的な支援を行うために、その支援に必要な資格や経験年数等を考慮した職員を配置し
ている。

① 入所に当たり、母親と子どもそれぞれの生活課題・ニーズを把握し、生活の安
定に向けた支援を行っている。 b

□母親と子どもが安心して施設を利用し、課題の解決に向かえるように、委託機関等と連携し
て情報提供に努めている。

□安心して施設の生活ができ、精神的に落ち着ける環境の提供、維持に努めている。

□子どもが保育所・学校に速やかに入所・通学できるよう支援している。

□必要に応じて、生活用具・家財道具等の貸し出しを行っている。

□居室は、母親と子どもが生活するために必要な十分なスペースが確保され、台所やトイレ、
浴室が設置されるなど、プライバシーに配慮したものとなっている。

□身体に障害のある母親や子どもに対しても、安全に生活ができるようにバリアフリーに配慮し
ている。

（２）　入所初期の支援

（１）  支援の基本



② 新しい生活環境に適応できるよう、精神的な安定をもたらす支援を行ってい
る。 a

□休日・夜間でも相談できるよう配慮し、不安・悩みの軽減、心の安定に向けた相談支援を行
い、必要に応じて専門機関と連携している。

□入所直後は心理的に不安定になりやすいため、コミュニケーションに心がけ、心理面に十分
配慮している。

□施設を自分の居場所として実感できるよう、職員や入所者とのよりよい人間関係の構築に向
けて支援している。

（特に評価が高い点、改善が求められる点）

第三者
評価結果

① 母親が、安定した家庭生活を営むために必要な支援を行っている。
b

□母親の生育歴、現在の生活スキル等を踏まえ、安定した生活に必要な基本的な生活習慣の
維持や獲得に向けて、衣食住の生活スキル向上への支援を行っている。

□家庭の営みは、経験を通して反映されるため、経験に乏しい母親には、職員と共に行うこと
で経験を補う等の支援を行っている。

□健康に不安を持つ母親には、相談に応じたり、医療機関への受診を促したりするとともに、栄
養管理等の食生活への支援を行うなど、ニーズに応じた健康管理のための支援を行っている。

□入所前に適切な医療を受けられなかった母親や子どもには、既往歴等を確認しながら適切
な医療の受診を促している。

□必要に応じて、衣服の清潔保持や入浴など、気持ちよく暮らすために必要な衛生面への支
援を行っている。

□経済的に安定した生活を送るために、家計の管理、将来に向けた貯蓄等の金銭管理の支援
を行っている。

□支援の必要性やニーズに応じて、家事・育児等、日常生活全般について、代行や介助等の
支援を行っている。

（３）　母親への日常生活支援

○特に評価が高い点
・入所時に母親より聞き取り調査を行い、就労、家庭生活、児童に対する支援等の課題を把握し、自立支援計画票を立案
し、自立支援目標を立て支援方法を決定している。基本的に半年ごとに見直しが行われているが状況により随時の見直しも
行われている。
・「わかばしおり」により施設の説明を行うと共に母子自立支援員等の協力を受けながら相談支援が行われている。
・現在貸出しの対象家族はいないが、貸出し品として家財道具、生活用品が準備されている。



② 母親の子育てのニーズに対応するとともに、子どもとの適切なかかわりができ
るよう支援している。 a

□母親の育児に関する不安や悩み等の発見に努め、その軽減に向けた相談や助言、介助等
を行うとともに、必要に応じて保育や学童保育の提供、保育所へつなぐ等の支援を行っている。

□母親の状況に応じ、子どもの保育所・学校等への送迎の支援を行っている。

□母親が病気の時には、母親の看病や子どもの保育等の支援を行っている。

□母親が子どもを客観的に理解できるように、発達段階や発達課題について示し、適切な子育
てやかかわりについてわかりやすく説明している。

□虐待や不適切なかかわりを発見した時は職員が介入し、必要に応じて専門機関との連携を
行っている。

□必要に応じて、子どもが通う保育所や学校と連携している。

③
母親が安定した対人関係を築くための支援を行っている。 b

□母親が職員とつながっていることを実感できるよう、様々な場面で気軽に声をかけたり、相談
に応じるなどの取組を行っている。

□対人関係を拒絶するような母親には、母親のペースに合わせた関係性の構築に配慮を行っ
ている。

□施設を自分の居場所として感じられるように、母親どうしが集うための機会や場を設け、交流
を促すなどなど、関係づくりのための支援を行っている。

□社会との関係をとることの難しさから対人関係にストレスを生じている場合は、そのストレス
の軽減が図られるよう、心理療法を行ったり相談に応じたりしている。

□施設内の他の母親や子どもとの間でトラブルが生じたときに、その関係性を修復もしくは改
善するための支援を行っている。

① 健やかな子どもの育ちを保障するために、養育・保育に関する支援を行ってい
る。 b

□子どもの成長段階、発達段階に応じた養育支援を行っている。

□母親と子どもの関係を構築するための保育、保育所に入所できない子どもの保育や早朝・夜
間・休日等の保育、子どもの病気・けが等の際の保育、母親が体調の悪いときの保育、母親の
レスパイトのための保育等、ニーズに応じた様々な施設内での保育支援を行っている。

□放課後の子どもの生活の安定や活動を保障し、活動場所、プログラム等を用意するととも
に、日常生活上必要な知識や技術の伝達、遊びや行事等を行っている。

□ＤＶを目撃した子どもを含め、被虐待児等や発達障害を含む様々な障害等の特別な配慮が
必要な子どもに対しては、必要に応じて個別に対応し、子どもの状況に応じた支援を行ってい
る。

□母親のニーズや状況に応じて、保育所への送迎や通院の付き添いなどの支援を行ってい
る。

（４）　子どもへの支援



② 子どもが自立に必要な力を身につけるために、学習や進路、悩み等への相談支
援を行っている。 b

□落ち着いて学習に取り組める環境を整え、適切な学習支援を行い、学習の習慣を身につけ
るとともに、学習への動機づけを図っている。

□安心して学校に通えるように、宿題、通学の準備等の学校生活に関する支援を行っている。

□自由に意見や要望等を表明できるよう信頼関係づくりに努め、日常生活の子どもの表情や
態度から、悩みや思いの理解に努めている。

□進学への支援について、母親と子ども双方の意向をくみ取り、学校と連携して情報提供を行
いながら、具体的な目標を定めている。

□進学や就職など、子どもの意向を尊重した進路への支援を行っている。

□学費の負担軽減のため、各種の奨学金や授業料の減免制度等の活用への支援を行ってい
る。

□学習指導のために学習ボランティア等の協力を得ている。

③ 子どもに安らぎと心地よさを与えられるおとなとのかかわりや、子どもどうし
のつきあいに配慮して、人との関係づくりについて支援している。 b

□母親以外のおとなにも受け入れられたり、甘えられたりする経験を増やし、おとなとの信頼関
係が構築できるよう支援している。

□ボランティアや実習生など、様々なおとなとの出会いの機会を設け、多様な価値観、生き方
への理解をすすめている。

□悪意や暴力のないおとなモデルを提供することで、おとなに信頼感を持てるよう支援してい
る。

□自分の気持ちをことばで適切に表現し相手に伝えることについて、日常生活の中でその方法
を意識的に伝え、その能力が向上するよう支援している。

□集団活動やレクリエーション活動などのグループワークを積極的に取り入れて、子どもどうし
の育ちあう力を活用し、個人の発達・成長や子どもどうしの関係性を養うよう支援している。

□自分自身を守るために必要な知識や、具体的な方法などの学習の機会を設けている。

④ 子どもの年齢・発達段階に応じて、性についての正しい知識を得る機会を設
け、思いやりの心を育む支援を行っている。 c

□性をタブー視せず、子どもの疑問や不安に正確な知識を持って応えている。

□職員間で性教育に関する知識や、性についてのあり方などの学習会を行っている。

□年齢、発達段階に応じて、性についての正しい知識、関心が持てるよう支援している。

□年齢に応じた性教育のカリキュラムを用意し、正しい性知識を得る機会を設けている。

□必要に応じて外部講師を招く等して、性教育のあり方について学習会などを職員や子どもに
対して実施している。



（特に評価が高い点、改善が求められる点）

第三者
評価結果

① 母親と子どもの緊急利用に適切に対応する体制を整備している。
c

□一般の入所手続きより優先して入所する「緊急入所（措置）」を実施している。

□２４時間の受け入れや広域利用など、広く母親と子どもの緊急利用を受け入れている。

□ＤＶ防止法に基づく「一時保護委託入所」を実施している。

□ＤＶ防止法に基づく一時保護委託の依頼の場合は、速やかに受け入れを行い、安心で安定
した生活が営めるように体制を整えている。

□自治体との契約に基づく「緊急一時保護」を実施している。

□役割分担と責任の所在を明確にし、配偶者暴力相談支援センター・警察署・福祉事務所等と
の連絡調整体制を整えている。

□被害者が施設で生活していることをＤＶ加害者に知られないように配慮を徹底している。

□緊急利用のための生活用品等を予め用意している。

② 母親と子どもの安全確保のために、ＤＶ防止法に基づく保護命令や支援措置が
必要な場合は、適切な情報提供と支援を行っている。 b

□保護命令制度や支援措置の活用について、情報提供を行うとともに、必要に応じて法的手
続きのための同行等の支援を行っている。

□弁護士や法テラスの紹介や調停・裁判などへの同行等、さらに必要に応じて代弁等の支援
を行っている。

□ＤＶ加害者に居所が知れ、危険が及ぶ可能性がある場合には、母親と子どもの意向を確認
した上で、速やかに関係機関と連携し、保護命令の手続きや他の施設への転居等の支援を
行っている。

（５）　ＤＶ被害からの回避・回復

○特に評価が高い点
・入所時に母親の生活歴、親族関係、措置理由、母親の意向、行政担当者の意見を聴取し、支援目標を　決定して自立に向
けた支援が行われている。
・日常生活、子育て、就労、その他各種支援については、行政とも連携を図りながら臨機応変な対応が行われており、親子
ふれあい会、季節ごとの行事等を通じ適切な支援が行われている。
・子どもの進路相談について金銭面でのアドバイス、学校情報の提供等を行っているが最終的には母子の意向を尊重した支
援が行われている。
・施設夜勤者（管理人）に子育て支援員有資格者も配置されている。
△改善が求められる点
・子どもへの性教育の在り方については必要に応じて勉強会に参加するなど、今後の取り組みに期待したい。



③ 母親と子どもの安全確保を適切に行うために、必要な体制を整備している。
b

□安全確保を第一とした支援を行うため、職員による夜間の安全管理体制を整えている。

□子どもの安全を保障するため、区域外就学も含め、教育委員会等の関係機関との連携を
行っている。

□夫等から子どもとの面会交流を求められた場合は、家庭問題情報センター（ＦＰＩＣ）等の利用
も含めて、母親と子どもの安全と安心を最優先にした支援を行っている。

□夫等に居場所を発見されることや追跡のおそれへのおびえが見られる母親や子どもに対し
て、外部との連絡・買い物・手続きのとり方、日常生活の代行等、きめ細やかな対応ができる体
制をとっている。

□夫等に居場所を発見されるおそれがある場合には、母親と子どもの意思を確認した上で、福
祉事務所と連携して他施設へ移動するなどの体制が整っている。

④ 心理的ケア等を実施し、ＤＶの影響からの回復を支援している。
b

□ＤＶについての正しい情報と知識を提供し、ＤＶ被害者の理解を促し、自己肯定感を回復する
ための支援を行っている。

□ＤＶから脱出することができたことを評価し、安心し安定した生活と幸せな未来について、職
員が一緒に考え支援することを伝えている。

□心理療法を活用し、医師やカウンセラーと情報交換を行いながら、より適切な支援を行って
いる。

□必要に応じて、自助グループや外部の支援団体等の紹介を行っている。

① 被虐待児に対しては虐待に関する専門性を持ってかかわり、虐待体験からの回
復を支援している。 c

□暴力によらないコミュニケーションを用いるおとなのモデルを職員が示している。

□子どもと個別に関わる機会を作り、職員に自分の思いや気持ちを話せる時間を作っている。

□子どもの権利条約による「生きる権利」「育つ権利」「守られる権利」「参加する権利」等につい
て説明を行うとともに、それを保障するための支援を提供している。

□自分の存在がかけがえのない大切な存在であることを伝えながら、自己肯定感や自尊心の
形成に向けた支援を行っている。

□医療機関や児童相談所などの関係機関と必要な情報の交換を行いながら、より適切な支援
を行っている。

□心理専門職員によるカウンセリング等の専門的ケアを実施している。

□被虐待児に対する支援の専門性を高めるための職員研修等を行っている。

（６）　子どもの虐待状況への対応



② 子どもの権利擁護を図るために、関係機関との連携を行っている。
c

□児童虐待の発生やその疑いがある場合は児童相談所に通報し、連携して対応している。

□被虐待児童に対しては、必要に応じて、心理判定や児童精神科医との相談などの児童相談
所機能を活用している。

□必要に応じて、福祉事務所や保育所・学校・病院等と情報交換や連携を図り対応している。

（特に評価が高い点、改善が求められる点）

第三者評
価結果

① 母親や子どもの家族関係の悩みや不安に対する相談・支援を行っている。
b

□母親の家族関係の悩みや不安を受け止め、相談に応じている。

□子どもの家族関係の悩みや不安を受け止め、相談に応じている。

□母親と子どもの感情の行き違い、意見の相違がある場合や将来設計等が異なる場合、それ
ぞれの考えを尊重して相談に応じ、調整を行っている。

□きょうだいの間に感情の行き違いや意見の相違がある場合、相談に応じ調整を行っている。

□必要に応じて、父親や他の親族との関係調整を行っている。

① 障害や精神疾患のある母親や子ども、その他の配慮が必要な母親と子どもに対
する支援を適切に行い、必要に応じて関係機関と連携している。

a

□福祉事務所や医療機関と連携し、利用可能な福祉サービス等を活用するための支援を行っ
ている。

□公的機関や就労先、保育所や学校等と連携した支援を行っている。

□精神疾患があり、心身状況に特別な配慮が必要な場合、同意を得て主治医との連携のも
と、通院同行、服薬管理等の療養に関する支援を行っている。

□障害や精神疾患がある場合や外国人の母親や子どもへは、必要に応じて公的機関、就労先
への各種手続きの支援を行ったり、保育所、学校等、他機関と連携し情報やコミュニケーション
確保の支援を行っている。

（７）　家族関係への支援

○特に評価が高い点
・DV被害者の直近の事例はない。警察の依頼により行政を通じた緊急受入実績はあるが、基本的に受け入れ基準対象外によ
る一時的な受け入れであった。
・受け入れ安全管理マニュアルを作成し、各種連携先明示、夜間時の管理警備員（管理人）は配置されている。
△改善が求められる点
・現在の職員体制ではＤＶ被害者の受け入れは難しいとの事であるが、施設の果たす役割からも今後ＤＶ被害者の受け入れ
体制を整備していくことが望ましい。

（８）　特別な配慮の必要な母親、子どもへの支援



（特に評価が高い点、改善が求められる点）

第三者
評価結果

① 日常生活への支援は、母親や子どもの主体性を尊重して行っている。
a

□母親や子どもの自尊心を大切にした支援を行い、自己肯定感が高まるような支援を行ってい
る。

□母親や子どもの持っている強みに注目し、その主体性を尊重して、自立性、責任感が高まる
ような支援を行っている。

□母親や子どもの将来の夢や希望を聴き、自己実現に向けた支援を展開している。

□人は本来回復する力を持っているという視点に基づいた支援を行い、エンパワーメントにつ
なげている。

② 行事などのプログラムは、母親や子どもが参画しやすいように工夫し、計画・
実施している。 b

□母親や子どもが施設での生活を楽しめるような企画を用意している。

□プログラムは、母親や子どもの趣味や興味にあったものになるように、母親や子どもの意見
を反映している。

□母親向けのプログラムでは、母親が安心して参加し楽しめるように、保育などのサポートを
行っている。

□子ども向けのプログラムでは、様々な体験を通して発達の支援につながるように、内容を工
夫している。

□家庭では体験しにくいスポーツやアウトドア体験等のプログラムを組んでいる。

□母親や子どもの状況を考慮し、参加しやすいように内容・時間等を工夫している。

□母親と子どもの意見を取り入れた実施計画を策定し、その内容と目的を解りやすく示し、選
択（自己決定）により積極的に参加できるような支援をしている。

□行事等の実施後に、振り返りと評価を行っている。

（９）　主体性を尊重した日常生活

○特に評価が高い点
・面談室（事務室）を活用しプライバシーに配慮して、母子の悩みや不安に対する相談を行い、家族間の調和を尊重した支
援が行われている。
・知的障害の母への就労、通院支援、子どもに対する通学支援、進路相談支援が行われており、施設退所後も電話相談を行
う等継続した支援が行われている。



① 母親の職業能力開発や就労支援を適切に行っている。
a

□母親の心身の状況や能力に応じた就労支援を行っている。

□母親の適性や経験・希望に配慮した職場探し、職業能力開発についての相談等の支援を
行っている。

□施設内外の就労支援のための講座・勉強会等に参加できるよう支援を行っている。

□資格取得や能力開発のための情報提供や支援を行っている。

□公共職業安定所以外にも、パートバンクや母子家庭等就業・自立支援センター等、様々な機
関を活用し、また必要に応じて、職場開拓を行い、求人案内の情報提供を行っている。

□職場や公共職業安定所等との連携や調整、同行支援を行っている。

□母親が安心して就労できるように施設内保育や学童保育などの保育支援を行っている。

□残業に対応した保育を行っている。

□休日出勤に対応した保育を行っている。

□就労のための、病後児保育を行っている。

□就労に対する不安に関して、必要に応じた助言等の支援を行っている。

② 就労継続が困難な母親への支援を行い、必要に応じて職場等との関係調整を
行っている。 b

□職場環境、人間関係に関する相談や助言など、個々に対応した幅広い支援を行っている。

□母親が望む場合、就労継続のために職場との関係調整を行っている。

□活用可能な就労支援制度を利用できるよう支援している

□障害がある場合や外国人の母親の場合、その心身等の状態や意向に配慮しながら、就労の
継続に向けての支援を行っている。

□就労継続が困難な母親を積極的に受け入れている。

□就労支援のための体制を構築している。

□必要に応じて福祉的就労の活用を図っている。

（10）　就労支援



（特に評価が高い点、改善が求められる点）

第三者
評価結果

① 施設の変更又は変更による受入れを行うに当たり、継続性に配慮した対応を
行っている。 c

□子どもの発達や生活の記録、アルバムの作成などを行い支援の継続性に活用している。

□移行前の支援として、引き継ぎや申し送りの手順・文書等の内容をあらかじめ定めている。

□施設の変更の際にはそれまでの記録や支援計画を基に必要な情報交換と引き継ぎを行って
いる。

□施設の変更後も、母親や子どもが相談できるように窓口や担当者等の取り決めをしている。

□変更による受入れの際には、前任の担当者から育ちの記録等の文書を使い適切に引き継ぎ
を行っている。

□他の社会的養護の施設と協議して連絡会や合同研修会を開催し、参加している。

② 母親と子どもが安定した生活を送ることができるよう、退所後の支援を行って
いる。 b

□退所後の支援が効果的に行われるよう、退所後の支援計画を作成している。

□退所した地域で健康で安心して暮らすために、必要に応じて退所先の行政機関、医療福祉、
ボランティア・ＮＰＯ団体をはじめ、幅広い地域の関係機関や団体とネットワークを形成し、母親
と子どもが適切な支援が受けられるようにしている。

□退所した地域を担当する母子自立支援員や民生委員、児童委員等と連携している。

□退所後も、電話や来所によって施設に相談できることを母親と子どもに説明し、個々の状況
に配慮しながら、生活や子育て等の相談や同行等必要な支援を提供している。

□退所後も、学童保育や学習支援、施設行事への招待等の支援を行っている。

□必要に応じて退所先への訪問を行っている。

（特に評価が高い点、改善が求められる点）

（11）支援の継続性とアフターケア

○特に評価が高い点
・母子と職員参加で懇談会を行い季節の行事を決定し、行事後は反省会も行われている。（クリスマス懇談会記録にて確
認）
△改善が求められる点
・体調不良により離職の母親に対する就労に向けたアドバイス、情報提供、子どもに対する保育支援、関係機関との連携は
随時行われているが、ケース記録等への記載漏れが見受けられ、正確に記録をしておくことが望まれる。

△改善が求められる点
・現在まで事例は無い。全国社会福祉協議会の研修を受講を経て必要性を感じ、今後の体制整備を検討中である。
・数年前に身寄りのない退所者の入院先への訪問（病院からの連絡により）による相談支援が行われているが、現状事例が
なく施設からの積極的働きかけは今後の検討課題である。



２　自立支援計画、記録

第三者
評価結果

① 母親と子どもの心身の状況や、生活状況を把握するため、手順を定めてアセス
メントを行い、母親と子どもの個々の課題を具体的に明示している。 b

□把握した母親と子どもの心身の状況や生活状況等の情報を、総合的に分析、検討した課題
を適切に把握し、施設が定めた統一した様式によって記録している。

□アセスメントの定期的見直しの時期と手順を定めている。

□部門を横断した様々な職種の関係職員（種別によって組織以外の関係者も）が参加して、ア
セスメントに関する協議を実施している。

□母親と子ども一人一人の具体的なニーズが明示されている。

□様式の中には、母親と子どもの強みや長所など伸ばすことも記載している。

□アセスメントは、母親と子どもの担当職員をはじめ、心理療法担当職員などが参加するケー
ス会議で合議して行っている。

□母親と子どもそれぞれ個別にアセスメントを行っている。

□アセスメントは、母親と子どもの担当職員をはじめ、心理療法担当職員などが参加するケー
ス会議で合議して行っている。

② アセスメントに基づいて母親と子ども一人一人の自立支援計画を策定するため
の体制を確立し、実際に機能させている。 b

□自立支援計画策定の責任者（基幹的職員等）を設置している。

□自立支援計画を策定するための部門を横断した様々な職種による関係職員（種別によって
は組織以外の関係者も）の合議、母親と子どもの意向把握を含んだ手順を定めて実施してい
る。

□自立支援計画どおりに支援が行われていることを確認する仕組みが構築されるとともに、機
能している。

□福祉事務所と援助方針等について打ち合わせ、自立支援計画に反映している。

□策定した自立支援計画を福祉事務所に提出し、共有している。

□自立支援計画には、支援上の課題と、問題解決のための支援目標と、目標達成のための具
体的な支援内容・方法を定めている。

□支援目標は、母親と子どもに理解できる目標として表現し、努力目標として母親と子どもに説
明し、合意と納得を得ている。

（１）　アセスメントの実施と自立支援計画の策定



③ 自立支援計画について、定期的に実施状況の振り返りや評価と計画の見直しを
行う手順を施設として定め、実施している。 c

□自立支援計画の見直しについて、見直しを行う時期、ケース会議の参加職員、母親と子ども
の意向把握を得るための手順等、施設として仕組みを定めて実施している。

□見直しによって変更した自立支援計画の内容を、関係職員に周知する手順を定めて実施し
ている。

□自立支援計画を緊急に変更する場合の仕組みを整備している。

□計画の見直し時には、支援方法を振り返り、自己評価し、支援の成果について分析、検証
し、専門性や技術の向上に努め、施設全体の支援の向上に反映させる仕組みを構築してい
る。

□アセスメントと計画の評価・見直しは、少なくとも半年ごとに定期的に行い、かつ緊急の見直
しなど必要に応じて行っている。

① 母親と子ども一人一人の支援の実施状況を適切に記録している。
b

□自立支援計画に基づく支援が実施されていることを記録により確認することができる。

□記録する職員で記録内容や書き方に差異が生じないように、記録要領の作成や職員への指
導などの工夫をしている。

□母親と子どもの強みや長所、あるいは発見などについて配慮しながら記録している。

② 母親と子ども等に関する記録の管理について、規程を定めるなど管理体制を確
立し、適切に管理を行っている。 c

□記録管理の責任者が設置されている。

□母親と子ども等の記録の保管、保存、廃棄に関する規程等を定めている。

□母親と子ども等から情報の開示を求められた場合に関する規程を定めている。

□記録の管理について個人情報保護と情報開示の観点から、職員に対し教育や研修が行わ
れている。

□職員は、個人情報保護法を理解し、遵守している。

□職員に守秘義務の遵守を周知している。

③ 母親と子ども等の状況等に関する情報を職員が共有するための具体的な取組を
行っている。 b

□施設における情報の流れが明確にされ、情報の分別や必要な情報が的確に届くような仕組
みが整備されている。

□情報共有を目的として、ケース会議の定期的な開催等、部門横断での取組がなされている。

□記録について、パソコンを利用している場合にはネットワークシステム等を利用して、パソコン
を利用していない場合には台帳が整備され、施設内で情報を共有する仕組みを作っている。

（２）　記録の作成と適正な管理



④
日々の業務について支援内容を適切に記録し、支援の分析・検証や職員間の情
報共有に活用するとともに、説明責任を果たす取組を行っている。

c

□母子支援員日誌等、職種ごとの記録を整備している。

□保育日誌等、事業ごとの記録を整備している。

□自立支援会議録等、会議ごとの記録を整備している。

□日直日誌を整備している。

□その他の必要な日誌・記録を整備している。

□これらの記録を活用して、情報の共有や支援の分析・検証をしている。

（特に評価が高い点、改善が求められる点）

３　権利擁護

第三者
評価結果

① 母親と子どもを尊重した支援についての基本姿勢を明示し、職員が共通の理解
を持つための取組を行っている。 b

□母親と子どもへの支援は、感情的でない受容的な態度で行い、その人格を尊重することを基
本としている。

□施設長や職員が母親や子どもの権利擁護に関する施設内外の研修に参加し、人権感覚を
磨くことで、施設全体で権利擁護の姿勢を確立させている。

□母親と子どもを尊重した姿勢を、個々の支援の標準的な実施方法等に反映させている。

□理念や基本方針に、子どもを尊重した支援の実施について明示している。

□母親と子どもの尊重や基本的人権への配慮について、施設で勉強会・研修を実施している。

□被措置児童等虐待防止について職員に周知徹底している。

（１）　母親と子どもの尊重と最善の利益の考慮

○特に評価が高い点
・入所時に個人面談を行い、自立支援計画票を作成し、生活歴、親族関係、母子の課題、母の意向、関係者の意見を把握
し、計画作成責任者が支援目標を決定している。
・支援目標の再評価期日は基本的に半年ごとに見直しているが、状況により随時の見直しも行われている。
・日々の支援内容はケース記録、業務日誌等に記録し、職員間で共有すると共に定期的に行政への報告も行い、アドバイス
も受けている。重要書類は事務所内の所定の位置に保管されている。
△改善が求められる点
・統一化した各種書式の整備はされているが、運用規程がなくマニュアル等の早急な作成が望まれる。
・支援目標と実際の支援内容との整合性は、現在の利用者の状況では難しい面も窺えるが、今後、目標の設定も含め工夫し
ていくことに期待したい。



② 社会的養護が、母親と子どもの最善の利益を目指して行われることを職員が共
通して理解し、日々の支援を行っている。 a

□母親と子どもの個性を尊重し、母親と子どもの希望や意見に可能な限り応えている。

□日常生活の場面で、母親と子どもから意見を引き出せるよう取り組んでいる。

□人権に配慮した支援を行うために、職員一人一人の職業倫理並びに職員としての職務及び
責任の理解と自覚を持っている。

□施設全体の質の向上を図るため、職員一人一人が、実践や研修を通じて専門性を高めると
ともに、実践の内容に関する職員の共通理解や意見交換を図り、協働性を高めている。

□職員どうしの信頼関係とともに、職員と子ども及び職員と母親との信頼関係を形成していく中
で、常に自己研鑽に努め、喜びや意欲を持って支援に当たっている。

□母親や子どもの意向に沿うことが、結果として母親と子どもの利益につながらないこともある
ことを踏まえ、適切に支援している。

□受容的・支持的なかかわりを基本としながら母親と子どもの状況に応じて適切な対応ができ
るよう、常に母親と子どもの利益を考慮し真摯に向き合っている。

□母親や子どもの希望に応えられない事柄については、その理由をその都度母親や子どもに
説明して、理解を求めている。

③ 母親と子どものプライバシー保護に関する規程・マニュアル等を整備し、職員
に周知するための取組を行っている。 c

□母親と子どものプライバシー保護について、規程・マニュアル等の整備や、施設・設備面での
工夫等、組織として具体的に取り組んでいる。

□居室への立ち入り等が必要な場合の事前説明と本人の同意等について手続きを定めて行っ
ている。

□母親と子どものプライバシー保護に関する基本的知識、社会福祉事業に携わる者としての姿
勢・意識、利用者のプライバシー保護に関する規程・マニュアル等について、職員に研修を実
施している。

□規程・マニュアル等に基づいた支援が実施されている。

④ 母親と子どもの思想や信教の自由を保障している。
a

□施設において宗教的活動を強要していない。

□個別的な宗教活動は尊重している。

□母親と子どもの思想や信教の自由については、最大限に配慮し保障している。

□母親の思想や信教によって、その子どもの権利が損なわれないよう配慮している。



① 母親と子どもの意向を把握する具体的な仕組みを整備し、その結果を踏まえ
て、支援の内容の改善に向けた取組を行っている。 b

□母親と子どもの意向を把握する目的で、母親と子どもへの個別の相談面接や聴取、母親と
子どもとの懇談会を定期的に行っている。

□母親と子どもの意向に関する調査の担当者・担当部署の設置や、把握した結果を分析・検討
するために、母親と子ども参画のもとで検討会議の設置等が行われている。

□分析・検討の結果に基づいて具体的な改善を行っている。

② 母親や子どもが、自分たちの生活全般について自主的に考える活動（施設内の
自治活動等）を推進し、施設における生活改善に向けて積極的に取り組んでい
る。

c

□子ども自身が自分たちの生活全般について、自主的・主体的な取組ができるような活動（施
設内の自治会活動等）を実施している。

□子どもが問題や課題について主体的に検討し、その上で取組、実行、評価するといった内容
を含んだ活動をしている。

□活動を通して、子どもの自己表現力、自律性、責任感などが育つよう必要な支援をしている。

□母親が自らの権利を学び、自主的に自分の生活を改善していく力を養えるよう支援してい
る。

□母親の自治会活動等を通して、母親の自己表現力、自律性、責任感などに対する支援を
行っている。

③ 施設が行う支援について事前に説明し、母親と子どもそれぞれが主体的に選択
（自己決定）できるよう支援している。 a

□施設が提供する支援内容について、理解できるようわかりやすい説明等を工夫し、自己決定
により主体的に活用できるように働きかけている。

□母親と子どもの自己決定の重要性について職員全員が十分認識している。

□必要な情報を提供し、主体的な選択ができるようにしている。

□母親と子どもの決定が異なる場合には、必要な調整を行っている。

□常に母親と子どものニーズの把握をし、必要な情報やニーズに応じた支援メニューを提供す
るよう努めている。

（特に評価が高い点、改善が求められる点）

（２）　母親と子どもの意向や主体性の配慮

○特に評価が高い点
・全国母子生活支援施設協議会倫理要綱に基づき「わかば」パンフレットに母と子の権利擁護への支援について明示すると
共に、職員は母子生活支援施設研修会に参加し、権利擁護の基本姿勢について理解を深め、母親と子供を尊重した支援が行
われている。
・定期的に開催する懇談会で母子の意向を把握し、日々の支援に反映されている。
△改善が求められる点
・母子生活支援施設として、権利擁護全般に対する姿勢の明示、プライバシー保護に関する職員の意識徹底、共通認識の為
にも関係する規程やマニュアルが必要と思われ、今後、整備していくことが望まれる。
・母子の意向を尊重し、主体性に配慮した各種の支援が行われているが、記録されていないものもあり、口頭による確認と
なった。今後、記録しておくことが望ましい。



第三者
評価結果

① 母親と子ども等に対して、支援の内容を正しく理解できるような工夫を行い、
情報の提供を行っている。 b

□インターネットを利用して、施設を紹介したホームページを作成し公開している。

□施設を紹介する資料は、言葉遣いや写真・図・絵の使用等で誰にでもわかるような内容にし
ている。

□見学、体験入所、一日利用等の希望に対応している。

□施設の様子（内容）がわかりやすく紹介された印刷物等を作成し、希望があれば見学にも応
じるなど支援の内容を正しく理解できるような工夫を行っている。

□母親と子ども等、又は関係機関が入手しやすいパンフレットを福祉事務所に置くなどの取組
を行っている。

□施設の機能、役割を正しく理解できるような工夫を行っている。

② 入所時に、施設で定めた様式に基づき支援の内容や施設での約束ごとについて
母親と子ども等にわかりやすく説明している。 a

□入所時に、支援の内容が具体的に記載された資料を用意して、母親と子ども等に説明してい
る。

□説明に当たっては、母親と子ども等が理解しやすいような工夫や配慮を行っている。

□施設の規則、面会や外泊などの約束ごとや生活上の留意点等についてわかりやすく説明し
ている。

□母親と子どもの不安を解消し施設生活を理解できるよう配慮し、担当者を決めて適切な援助
を行っている。

□様々な支援の利用方法や施設のルール、個人情報の取扱いや設備の使用法など、施設で
生活を行う上で必要な情報をわかりやすく説明し、母親と子どもが安心感を得られるように配慮
している。

□丁寧な説明をすることで、母親と子どもの不安を解消し、これからの生活に展望が持てるよう
配慮している。

（３）　入所時の説明等



① 母親と子どもが相談したり意見を述べたい時に相談方法や相談相手を選択でき
る環境を整備し、母親と子どもに伝えるための取組を行っている。 b

□母親と子どもが、複数の相談方法や相談相手の中から自由に選べることを、わかりやすく説
明した文書を作成している。

□母親と子ども等に、その文書を配布している。

□母親と子ども等に十分に周知し、日常的に相談窓口を明確にした上で、内容をわかりやすい
場所に掲示している。

□相談や意見を述べやすいようなスペースに配慮している。

□母親と子どもが自由に意見を表明できるよう、母親、子どもと職員の関係づくりに取り組んで
いる。

□普段の母親と子どもの表情や態度からも気持ちや意見を読み取るように取り組んでいる。

□発達段階や能力によって十分に意思を表明することができない母親と子どもに対して、職員
が代弁者としての役割を果たすよう努めている。

□日常生活の場面で、面接を実施し、母親と子どもから意見を引き出すよう取り組んでいる。

□すぐに対応することが難しいことについても、職員会議等で話し合う等の取組を行っている。

② 苦情解決の仕組みを確立し、母親と子ども等に周知する取組を行うとともに、
苦情解決の仕組みを機能させている。 b

□苦情解決の体制（苦情解決責任者の設置、苦情受付担当者の設置、第三者委員の設置）を
整備している。

□苦情解決の仕組みを説明した資料を母親と子ども等に配布、説明しているとともに、わかり
やすく説明した掲示物を掲示している。

□母親と子ども等に対して、苦情記入カードの配布や匿名アンケート実施など母親と子どもが
苦情を申し出やすい工夫を行っている。

□苦情を受け付けて解決を図った記録が適切に保管されている。

□苦情への検討内容や対応策を、母親と子ども等に必ずフィードバックしている。

□苦情を申し出た母親と子ども等に配慮した上で、苦情内容及び解決結果等を公表している。

（４）　母親や子どもが意見や苦情を述べやすい環境



③
母親と子ども等からの意見や苦情等に対して対応マニュアルを整備し、迅速に
対応している。

c

□意見や提案を受けた際の記録の方法や報告の手順、対応策の検討等について規定したマ
ニュアルを整備している。

□対応マニュアルに沿った取組がなされており、意見や提案のあった母親と子ども等には、検
討に時間がかかる場合も状況を速やかに報告している。

□対応マニュアルの定期的な見直しを行っている。

□苦情や意見等を支援や施設運営の改善に反映している。

□母親と子どもの希望に応えられない場合は、その理由を説明して、理解を求めている。

① いかなる場合においても、職員等による暴力や脅かし、人格的辱め、心理的虐
待、セクシャルハラスメントなどの不適切なかかわりが起こらないよう権利侵
害を防止している。

c

□「就業規則」等の規程に、体罰の禁止や権利侵害の防止を明記している。

□不適切なかかわりの起こりやすい状況や場面について、具体的な例を示しながら、研修や話
し合いを行い、職員による不適切なかかわりを行わないための支援技術を習得させている。

□不適切なかかわりの禁止を職員等に徹底するため、日常的に会議等で取り上げ、行われて
いないことを確認している。

□不適切なかかわりがあった場合を想定し、施設長が職員と利用者の双方に事実確認や原因
の分析等を行うことや「就業規則」等の規程に基づいて厳正に処分を行う仕組みがつくられて
いる。

□施設長は、職員からの暴力や言葉による脅かしなどの不適切なかかわりが発生した場合に
対応するためのマニュアル等を整備し、規程に基づいて厳正に対応している。

② いかなる場合においても、母親や子どもが、暴力や脅かし、人格を辱めるよう
な不適切な行為を行わないよう徹底している。 a

□不適切な行為の防止について、具体的な例を示して、母親と子どもに周知している。

□不適切な行為に迅速に対応できるように、母親と子どもからの訴えやサインを見逃さないよう
留意している。

□不適切な行為の防止を徹底するため、日常的に会議等で取り上げ、行われていないことの
確認や職員体制の点検と改善を行っている。

□不適切な行為を伴わない人とのかかわりについて、母親や子どもに伝え、良好な人間関係
の構築を図っている。

（５）　権利侵害への対応



③ 子どもに対する暴力や脅かし、人格を辱めるような不適切なかかわりの防止と
早期発見に取り組んでいる。 a

□不適切なかかわりに迅速に対応できるように、子どもからの訴えやサインを見逃さないよう留
意している。

□子どもが自分自身を守るための知識・具体的方法について学習する機会を設けている。

□不適切なかかわりを伴わない子育てについて母親に伝え、良好な親子関係の構築を図って
いる。

□常に親子関係の把握に努め、適切な助言や支援を行っている。

（特に評価が高い点、改善が求められる点）

４　事故防止と安全対策

第三者
評価結果

① 事故、感染症の発生時など緊急時の母親と子どもの安全確保のために、組織と
して体制を整備し、機能させている。 c

□施設長は母親と子どもの安全確保の取組について、リーダーシップを発揮している。

□母親と子どもの安全確保に関する担当者・担当部署を設置し、その担当者等を中心にして、
関係職員の参画のもとで定期的に安全確保に関する検討会を開催している。

□リスクの種類別に、責任と役割を明確にした管理体制が整備されている。

□事故発生対応マニュアル、衛生管理マニュアル等を作成して職員に周知しているとともに。
マニュアル類は定期的に見直しを行っている。

□不審者の侵入等の緊急時の安全確保の体制が整備されている。

□施設周辺等における不審者等の情報について、日頃から地域や警察等の関係機関と連携し
て、情報を速やかに把握できる体制をとっている。

□母親と子どもが犯罪や事故の被害から自分を守るため、施設外での行動に当たって遵守す
べき事項について支援している。

○特に評価が高い点
・入所時はパンフレットやしおりを使用し、日常生活の心得、利用者主体の支援について説明が行われている。又、行政を
経由し希望者には施設見学を受け入れている。
・苦情相談については、担当者及び第三者相談窓口を「しおり」に明示すると共に、玄関に苦情箱も設置している。苦情相
談については相談ノートに記録し、共有化が図られている。
△改善が求められる点
・入所者に対する支援内容説明については記録がなく、口頭のみの確認であり、記録を残しておくことが望ましい。
・苦情等に対する対応手順の明確化、利用開始時の相談窓口の説明等マニュアルを整備することが望まれる。



② 災害時に対する母親と子どもの安全確保のための取組を行っている。
b

□立地条件等から災害の影響を把握し、建物・設備類の必要な対策を講じている。

□災害時の対応体制を整えている。

□母親と子ども及び職員の安否確認の方法が決められ、全職員に周知されている。

□食料や備品類などの備蓄リストを作成し、備蓄を進めている。

□地元の消防署、警察、自治会、消防団等と連携するなど工夫して訓練を実施している。

③ 母親と子どもの安全を脅かす事例を組織として収集し、要因分析と対応策の検
討を行い、母親と子どもの安全確保のためにリスクを把握し対策を実施してい
る。

b

□法令で定められるもののほか、安全対策の一環として建物設備や遊具等の点検を行ったり、
施設内外の危険箇所について把握している。

□薬品、刃物、電気製品など危険物の収納管理など、事故を未然に防ぐための取組を組織的
にしている。

□母親と子どもの安全を脅かす事例の収集を、その仕組みを整備した上で実施している。

□収集した事例について、職員の参画のもとで発生要因を分析し、未然防止策を検討してい
る。

□職員に対して、安全確保・事故防止に関する研修を行っている。

□事故防止策等の安全確保策の実施状況や実効性について、定期的に評価・見直しを行って
いる。

□災害や事故発生に備え、危険箇所の点検や避難訓練を実施している。

□外部からの不審者等の侵入防止のための対策や訓練など不測の事態に備えて対応を図る
とともに、地域の関係機関等と連携し、必要な協力が得られるよう努めている。

④ 十分な夜間管理の体制を整備している。
b

□年間を通して２４時間体制で、職員による宿直が行われている。

□職員は複数体制で夜間管理を行っている。

□緊急時に備えて、夜間でも対応できる体制を構築している。

□夜間警備強化のため、防犯カメラやセンサー式照明等を設置している。



□警察や警備会社への緊急通報装置を設置している。

□不審者対策マニュアルを整備し、職員に周知している。

□職員の勤務シフトを工夫して、早朝・夜間の複数職員による勤務体制をとっている。

□休日や祝日は、職員による日直体制をとっている。

（特に評価が高い点、改善が求められる点）

５　関係機関連携・地域支援

第三者
評価結果

① 施設の役割や機能を達成するために必要となる社会資源を明確にし、児童相談
所など関係機関・団体の機能や連絡方法を体系的に明示し、その情報を職員間
で共有している。

c

□個々の母親と子どもの状況に対応できる社会資源を明示し、当該地域の関係機関・団体に
ついて、その機関・団体との連携の必要性を含めたリストや資料を作成している。

□職員会議で説明する等職員間で情報の共有化が図られている。

② 児童相談所等の関係機関等との連携を適切に行い、定期的な連携の機会を確保
し、具体的な取組や事例検討を行っている。 c

□関係機関・団体と定期的な連絡会等を行っている。

□地域の関係機関・団体とのネットワーク化に取り組んでいる。

□母親と子どもや家族の支援について、関係機関等と協働して取り組む体制を確立している。

□ネットワーク内で共通の問題に対して、解決に向けて協働して具体的な取組を行っている。

□関係機関・団体ネットワーク内での共通の課題に対して、ケース会議や情報の共有等を行
い、解決に向けて協働して具体的な取組を行っている。

□福祉事務所と施設は母親と子どもの情報を相互に提供している。

□母親と子どもの支援について、福祉事務所、児童相談所、配偶者暴力相談支援センター、保
健所等の関係機関や団体とのネットワークを図り、協働して取り組む体制を確立している。

□要保護児童対策地域協議会、配偶者暴力対策地域協議会に参画し、地域の社会的資源と
しての役割を果たし、相互の機能の共有化を図っている。

・インフルエンザなどの感染症や事故防止に関する事項等必要な情報についてはホワイトボード等を利用して注意喚起され
ている。避難訓練は地域の方にも参加を呼びかけている。様々な災害及び夜間時を想定した避難訓練を定期的に実施し、地
元の消防署からのアドバイスや消火器の使い方を教わるなど実効性の高い取り組みが窺える。
　△改善が求められる点
・保育園等感染症マニュアルが整備されているが、定期的に見直すことが望まれる。事故発生対応マニュアル、衛生管理マ
ニュアルを整備しておくことが望まれる。
・備蓄については、3日分程度の食料や物品を検討し、リスト化しておくことが望ましい。

（１）　関係機関との連携



① 母親と子どもと地域との交流を大切にし、交流を広げるための地域への働きか
けを行っている。 b

□地域とのかかわり方について基本的な考え方を文書化している。

□活用できる社会資源や地域の情報を収集し、掲示板の利用等により母親と子どもに提供し
ている。

□母親と子どもが地域の行事や活動に参加する際、必要があれば職員やボランティアが援助
を行う体制が整っている。

□施設や母親と子どもへの理解を得るため地域の人々と母親と子どもとの交流会の機会を定
期的に設けている。

□施設の職員等が町内会や児童会等、地域の諸団体の役員等として活動している。

□法人や施設を支える会、後援会等を組織し、施設の支援の趣旨に賛同した地域の人々から
支えられている。

□母親と子どもの買い物や通院等日常的な活動についても、定型的でなく個々の利用者の
ニーズに応じて、地域における社会資源を利用するよう推奨している。

□地域のボランティア活動の参加や、お祭りなど地域社会の活動へ参加を支援している。

□学校の友人等が施設へ遊びに来やすい環境作りを行っている。

② 施設が有する機能を地域に開放・提供する取組を積極的に行っている。
c

□育児に関する講習会や研修会、地域住民の生活に役立つ講演会等を開催して、地域へ参
加を呼びかけている。

□地域へ向けて、理念や基本方針、施設で行っている活動等を説明した印刷物や広報誌等を
配布している。

□地域の人々の理解を得ることやコミュニケーションを活発にする取組を積極的に行っている。

□育児相談窓口、子育て支援サークル等、地域ニーズに応じ住民が自由に参加できる多様な
支援活動を行っている。

□施設の集会室や学習室のスペースを開放するための規定を設け、施設として入手できる情
報等を提供し、地域社会に役立てている。

③ ボランティア受入れに対する基本姿勢を明確にし、受入れについての体制を整
備している。 c

□ボランティア受入れに関する基本姿勢を明文化している。

□ボランティア受入れについて、登録手続、ボランティアの配置、仕事内容、事前説明等に関す
る項目が記載されたマニュアルを整備している。

□ボランティアに対して必要な説明や研修を行っている。

（２）　地域社会への参加、交流の促進



① 地域の具体的な福祉ニーズを把握するための取組を積極的に行っている。
c

□関係機関・団体との連携に基づき、具体的な福祉ニーズの把握に努めている。

□民生委員・児童委員等と定期的な会議を開催する等によって、具体的な福祉ニーズの把握
に努めている。

□地域住民に対する相談事業を実施すること等を通じて、具体的な福祉ニーズの把握に努め
ている。

□社会的養護の施設の責務を果たすべく、開かれた施設運営を行っている。

② 地域の福祉ニーズに基づき、施設の機能を活かして地域の子育てを支援する事
業や活動を行っている。 c

□把握した福祉ニーズに基づいて実施した具体的な事業・活動がある。

□把握した福祉ニーズに基づいた具体的な事業・活動を、中・長期計画や事業計画の中に明
示している。

□新たな事業・活動や企画の実施の時には、その利用者等に対して説明し、その意向を尊重し
ている。

□施設が有する専門性を活用し、地域の子育ての相談・助言や市町村の子育て事業の協力し
ている。

□地域の里親支援、子育て支援等に取り組むなど、施設のソーシャルワーク機能を活用し、地
域の拠点となる取組を行っている。

□相談援助を通じて情報の提供や関係機関の紹介を行い、内容によっては施設の相談機能を
活用している。

□地域の保護者が一時的に児童の保育・養育が困難となった場合、ショートステイやトワイライ
トステイ、夜間保育などを自治体と連携して実施している。

（特に評価が高い点、改善が求められる点）

（３）　地域支援

○特に評価が高い点
・公設公営であり、島原市子ども課と連携した支援が行われている。管理人が母子会の会員であり、島原市母子会が発行す
る情報誌を配り、各種行事の情報提供を行って、交流を深めてもらえるよう支援している。図書室を開放し、地域の高校生
等が利用できる。
△改善が求められる点
・関係機関・団体の連絡先をリスト化しているが、具体的にネットワーク化して協働で取り組む体制を構築するまでには
至っていない。まずは関係機関・団体の機能について職員間で共有し必要に応じて積極的に問題提起して活用できるよう取
り組むことが望ましい。当該施設の周辺では子育て支援施設が充実しており、現在のところ地域での子育て支援は行ってい
ない。例えば、母子生活支援施設としてこれまで培ってきたノウハウ等を子育て相談等で協力するなど、施設としてできる
ことについて再度検討することを期待したい。



６　職員の資質向上

第三者
評価結果

① 組織として職員の教育・研修に関する基本姿勢が明示されている。
c

□施設が目指す支援を実施するために、基本方針や中・長期計画の中に、組織が職員に求め
る基本的姿勢や意識を明示している。

□現在実施している支援の内容や目標を踏まえて、基本方針や中・長期計画の中に、施設が
職員に求める専門性や専門資格を明示している。

② 職員一人一人について、基本姿勢に沿った教育・研修計画が策定され計画に基
づいて具体的な取組が行われている。 c

□職員一人一人について、基本姿勢に沿った教育・研修計画が策定されている。

□職員一人一人について、援助技術の水準、知識、専門資格の必要性などを把握している。

□策定された教育・研修計画に基づき、実際に計画に従った教育・研修が実施されている。

□施設内外の研修を体系的、計画的に実施するなど、職員の自己研鑽に必要な環境を確保し
ている。

□教育・研修計画には、新任職員研修も含め段階的な教育・研修が設定されている。

③ 定期的に個別の教育・研修計画の評価・見直しを行い、次の研修計画に反映さ
せている。 c

□研修を終了した職員は、報告レポートを作成している。

□研修を終了した職員が、研修内容を報告会などで発表し、共有化する機会を設けている。

□報告レポートや発表、当該職員の研修後の業務等によって、研修成果に関する評価・分析を
行っている。

□評価・分析された結果を次の研修計画に反映している。

□評価・分析された結果に基づいて、研修内容やカリキュラムの見直しを行っている。



④ スーパービジョンの体制をつくり、施設全体の支援の質を管理し、職員の援助
技術の向上を図っている。 c

□施設長、基幹的職員などのスーパーバイザーを適切に配置し、いつでも相談でき体制を整え
ている。

□スーパービジョンの時間の確保又は、カンファレンス等を活用したグループスーパービジョン
の定期的な開催等が行われている。

□職員がひとりで問題を抱え込むことがないように、スーパーバイザーが適切に職員を支援し
ている。

□グループスーパービジョン等で職員相互が助言し合い、助け合うことを通じて、職員一人一
人が援助技術を向上させ、施設全体の支援の質を向上させている。

□施設の心理療法担当職員や外部の専門家による、専門的な見地からのコンサルテーション
を受ける機会を設けている。

□スーパービジョン担当職員の養成や資質の向上のための研修参加の機会を設けている。

（特に評価が高い点、改善が求められる点）

７　施設運営

第三者
評価結果

① 法人や施設の運営理念を明文化し、法人と施設の使命や役割が反映されてい
る。 c

□法人・施設の運営理念が文書（事業計画等の法人・施設内文書や広報誌、パンフレット等）に
記載されている。

□法人・施設の運営理念から、法人・施設が実施する社会的養護の内容や特性を踏まえた法
人・施設の使命や目指す方向、考え方を読み取ることができる。

□法人・施設の運営理念には運営指針を踏まえ、子どもの権利擁護の推進の視点が盛り込ま
れ、施設の使命や方向、考え方が反映されている。

② 法人や施設の運営理念に基づき、適切な内容の基本方針が明文化されている。
c

□基本方針には運営指針を踏まえ、母親と子どもの権利擁護の推進の視点が盛り込まれてい
る。

□基本方針には施設の役割や機能などが具体的に記載されている。

□基本方針が文書（事業計画等の法人・事業所内文書や広報誌、パンフレット等）に記載され
ている。

□基本方針は、法人・施設の運営理念との整合性が確保されている。

□基本方針は、職員の行動規範となるよう具体的な内容となっている。

△改善が求められる点
・研修については、職員本人の希望や島原市子ども課から案内により施設長に窺いを立てて、適宜受講されているが、基本
方針や事業計画、教育・研修計画により具体的に明示するまでには至っていない。まずは組織が求める職員の専門性（知
識、技術、判断力等）について目標を立て、それらと整合した研修計画を立案することが望まれる。また、今後は中・長期
計画を策定し、職員の教育・研修に関する基本姿勢を明記することが望ましい。

（１）　運営理念、基本方針の確立と周知



③ 運営理念や基本方針を職員に配布するとともに、十分な理解を促すための取組
を行っている。 c

□運営理念や基本方針を会議や研修において説明している。

□運営理念や基本方針の周知を目的とした実践テーマを設定して会議等で討議の上で実行し
ている。

□運営理念や基本方針の周知状況を確認し、継続的な取組を行っている。

④ 運営理念や基本方針を母親と子どもに配布するとともに、十分な理解を促すた
めの取組を行っている。 c

□運営理念や基本方針をわかりやすく説明した資料を作成する等、より理解しやすいような工
夫を行っている。

□障害のある母親と子どもに対しての周知の方法に工夫や配慮をしている。

□運営理念や基本方針を母親と子どもに資料をもとに説明している。

□運営理念や基本方針の周知状況を確認し、継続的な取組を行っている。

① 施設の運営理念や基本方針の実現に向けた施設の中・長期計画が策定されてい
る。 c

□運営理念や基本方針あるいは質の高い支援の実現に向けた将来像や目標（ビジョン）を明
確にしている。

□実施する社会的養護の支援の内容や、組織体制や設備の整備、職員体制、人材育成等の
現状分析を行い、課題や問題点を明らかにしている。

□中・長期計画は、課題や問題点の解決に向けた具体的な内容になっている。

□中・長期計画に基づく取組を行っている。

□中・長期計画は必要に応じて見直しを行っている。

□母親や子どもの支援を充実させ、地域の特性に応じた施設の役割・機能を明確にしている。

□専門的支援や地域支援の拠点機能を強化し、地域のひとり親家庭支援を行う体制を充実さ
せる内容になっている。

（２）　中・長期的なビジョンと計画の策定



② 各年度の事業計画は、中・長期計画の内容を反映して策定されている。
c

□事業計画には、専門的支援、人材育成、地域支援等、中・長期計画の内容を反映した各年
度における事業内容が具体的に示されている。

□事業計画は、実行可能かどうか、具体的な活動や数値目標等を設定することによって実施
状況の評価を行えるかどうかについて配慮がなされている。

□事業計画は、単なる「行事計画」になっていない。

□事業計画は、前年度の実施状況の把握や評価を踏まえて策定している。

③ 事業計画を、職員等の参画のもとで策定されるとともに、実施状況の把握や評
価・見直しが組織的に行われている。 c

□年度終了時はもとより、年度途中にあっても、あらかじめ定められた時期、手順に基づいて
事業計画の実施状況の把握、評価を行っている。

□評価の結果に基づいて各計画の見直しを行っている。

□一連の過程が一部の職員だけで行われていない。

④ 事業計画を職員に配布するとともに、十分な理解を促すための取組を行ってい
る。 c

□各計画を会議や研修において説明している。

□各計画をメールで配信したり、見やすい場所に掲示するなどの工夫を行っている。

□各計画をわかりやすく説明した資料を作成する等によって、より理解しやすいような工夫を
行っている。

□各計画の進捗状況を確認し、継続的な取組を行っている。

⑤ 事業計画を母親と子ども等に配布するとともに、十分な理解を促すための取組
を行っている。 c

□母親と子ども等に各計画をわかりやすく説明した資料を作成する等によって、より理解しやす
いような工夫を行っている。

□各計画を母親と子どもに資料をもとに説明している。

（特に評価が高い点、改善が求められる点）

△改善が求められる点
・「全国母子生活支援施設協議会倫理綱領」に基づいた支援を実践されているが、公設・公営ということで、施設の運営理
念や基本方針、中・長期計画を策定するまでには至っていない。但し、今回の自己評価及び第三者評価を受審したことで、
今後検討していきたい旨の意向が窺えた。理念や基本方針の策定にあたっては母親と子どもの権利擁護の視点を盛り込み、
現場職員も参画して策定することを期待したい。また、理念や基本方針の策定に加え、施設が目指すべき方向性を明確にし
ていく為にも中・長期計画の策定についても必要であると思われる。公設・公営であり、県内でも数少ない施設という点を
踏まえて、今後の具体的な中・長期計画の策定に期待したい。



第三者
評価結果

① 施設長は、自らの役割と責任を職員に対して明らかにし、専門性に裏打ちされ
た信念と組織内での信頼のもとにリーダーシップを発揮している。 c

□施設長は、自らの役割と責任について、文書化するとともに、会議や研修において表明して
いる。

□施設長は、自らの役割と責任について、広報誌等に掲載して表明している。

□平常時のみならず、有事（災害・事故等）における施設長の役割と責任が明確になっている。

□施設長は、職員の模範となるよう自己研鑽に励み、専門性の向上に努めている。

② 施設長自ら、遵守すべき法令等を正しく理解するための取組を行い、組織全体
をリードしている。 c

□施設長は、法令遵守の観点での施設経営に関する研修や勉強会等に参加している。

□施設長は、環境への配慮等も含む幅広い分野について遵守すべき法令等を把握し、リスト
化する等の取組を行っている。

□施設長は、職員に対して遵守すべき法令等を周知し、また遵守するための具体的な取組を
行っている。

③ 施設長は、支援の質の向上に意欲を持ち、組織としての取組に十分な指導力を
発揮している。 c

□施設長は、実施する支援の質の現状について定期的、継続的に評価・分析を行っている。

□施設長は、支援の質の向上について、職員の意見を取り入れるための具体的な取組を行っ
ている。

□施設長は、支援の質に関する課題を把握し、改善のための具体的な取組を明示して指導力
を発揮している。

□施設長は、支援の質の向上について組織内に具体的な体制を構築し、自らもその活動に積
極的に参画している。

④ 施設長は、経営や業務の効率化と改善に向けた取組に十分な指導力を発揮して
いる。 c

□施設長は、経営や業務の効率化と改善に向けて、人事、労務、財務等の面から分析を行っ
ている。

□施設長は、組織の理念や基本方針の実現に向けて、人員配置、職員の働きやすい環境整
備等、具体的に取り組んでいる。

□施設長は、上記について、組織内に同様の意識を形成するための取組を行っている。

□施設長は、経営や業務の効率化や改善のために組織内に具体的な体制を構築し、自らもそ
の活動に積極的に参画している。

（３）　施設長の責任とリーダーシップ



① 施設運営をとりまく環境を的確に把握するための取組を行っている。
c

□社会的養護の動向について、具体的に把握するための方法を持っている。

□母親と子どもの数や母親と子どもの状況等について、施設が位置する地域での特徴・変化
等を把握している。

□支援のニーズ、潜在的な保護を要する子どもに関するデータ等を収集している。

□把握された情報やデータが、中・長期計画や各年度の事業計画に反映されている。

② 運営状況を分析して課題を発見するとともに、改善に向けた取組を行ってい
る。 c

□定期的に支援のコスト分析や母親と子どもの数の推移、入所率等の分析を行っている。

□改善に向けた取組が、中・長期計画や各年度の事業計画に反映されている。

□運営状況や改善すべき課題について、職員に周知し、職員の意見を聞いたり、職員同士の
検討の場を設定する等、施設全体で取組を行っている。

③ 外部監査（外部の専門家による監査）を実施し、その結果に基づいた運営改善
が実施されている。 c

□事業規模に応じ、定期的に（2年あるいは5年に1回程度）、外部監査を受けるよう努めてい
る。

□外部監査の結果や公認会計士等による指導や指摘事項に基づいて、運営改善を実施して
いる。

（特に評価が高い点、改善が求められる点）

（４）　経営状況の把握

○特に評価が高い点
・施設長は、27年度の施設長向け新任研修へ参加する予定である。市の担当者は業界新聞や県からの情報を取り寄せ、最近
の傾向を把握している。
△改善が求められる点
・施設長は、現場職員から文書を通じて報告があり、必要に応じて決済等を行っている。市の職務と兼務され、現在の入所
者が比較的安定されていることもあり直接現場で指導等は行っていない。現在は比較的安定されているとのことであるが、
施設長は社会的養護の使命を自覚し、組織全体をリードする立場として今後さらなるリーダーシップを発揮していくことに
期待したい。



第三者
評価結果

① 施設が目標とする支援の質を確保するため、必要な人材や人員体制に関する具
体的なプランが確立しており、それに基づいた人事管理が実施されている。 c

□必要な人材や人員体制に関する基本的な考え方や、人事管理に関する方針が確立してい
る。

□社会福祉士等の有資格職員や心理職等の専門職の配置等、必要な人材や人員体制につい
て具体的なプランがある。

□プランに基づいた人事管理が実施されている。

□各種加算職員の配置に積極的に取組、人員体制の充実に努めている。

□職員が、各職種の専門性や役割を理解し合い、互いに連携して組織として支援に取り組む
体制が確立している。

□基幹的職員、心理療法担当職員等の機能を活かしている。

② 客観的な基準に基づき、定期的な人事考課が行われている。
c

□人事考課の目的や効果を正しく理解している。

□考課基準を職員に明確に示すことや、結果の職員へのフィードバック等の具体的な方策に
よって客観性や透明性の確保が図られている。

③ 職員の就業状況や意向を定期的に把握し、必要があれば改善に取り組む仕組み
が構築されている。 c

□職員の有給休暇の消化率や時間外労働のデータ、疾病状況を定期的にチェックしている。

□把握した職員の意向・意見や就業状況チェックの結果を、分析・検討する担当者や担当部署
等を設置している。

□分析した結果について、改善策を検討する仕組みがある。

□改善策については、人材や人員体制に関する具体的なプランに反映し実行している。

□定期的に職員との個別面接の機会を設ける等、職員が相談をしやすいような組織内の工夫
をしている。

□希望があれば職員が相談できるように、カウンセラーや専門家と連携している。

□困難なケースの抱え込みの防止や休息の確保などに取り組んでいる。

（５）　人事管理の体制整備



④ 職員処遇の充実を図るため、福利厚生や健康を維持するための取組を積極的に
行っている。 c

□職員の希望の聴取等をもとに、福利厚生センターへの加入等、総合的な福利厚生事業を実
施している。

□職員の悩み相談窓口を組織内に設置し、又は、関係機関と連携して、解決に向けた体制が
整備されている。

□職員の心身の健康に留意し、定期的に健康診断を行っている。

□臨床心理士や精神科医などに職員が相談できる窓口を施設内外に確保するなど、職員のメ
ンタルヘルスに留意している。

① 実習生の受入れと育成について、基本的な姿勢を明確にした体制を整備
し、効果的なプログラムを用意する等積極的な取組をしている。 c

□実習生受入れに関する意義・方針を明文化している。

□実習生受入れに関する意義・方針を会議等で職員に説明し、全職員が理解している。

□実習生の受入れについて、受入れについての連絡窓口、事前説明、オリエンテーションの実
施方法等の項目が記載されたマニュアルが整備されている。

□受入れに当たっては、学校等との覚書を取り交わす等によって、実習における責任体制を明
確にしている。

□実習指導者に対する研修を実施している。

□実習内容全般を計画的に学べるようなプログラムを用意している。

□学校等と、実習内容について連携してプログラムを整備するとともに、実習期間中においても
継続的な連携を維持していくための工夫を行っている。

□学校等と連携しながら、実習内容全般を計画的に学べるプログラムを策定している。

□社会福祉士等の種別に配慮したプログラムを用意している。

（特に評価が高い点、改善が求められる点）

（６）　実習生の受入れ

○特に評価が高い点
・経験のある職員を基幹的職員の研修に参加させ、職員同士が連携して支援が行われている。
△改善が求められる点
・実習についての問い合わせはあるが、これまで受け入れた実績はない。福祉人材を育成することは施設の社会的責務とさ
れており、今後、実習の受け入れが可能かどうかの検討を含め、規模や母子の状況等を考慮して取り組まれることを期待し
たい。



第三者
評価結果

① 支援について標準的な実施方法を文書化し、職員が共通の認識を持って支援を
行っている。 c

□標準的な実施方法を職員に周知し、共通の認識を持って一定の水準の支援を行っている。

□標準的な実施方法について、研修や個別の指導等によって職員に周知徹底するための方策
を講じている。

□標準的な実施方法には、母親と子どもの尊重やプライバシー保護の姿勢が明示されている。

□標準的な実施方法に基づいて実施されているかどうかを確認する仕組みがある。

□マニュアルは、母親と子どもの状態に応じて職員が個別に柔軟に対応できるものとしている。

② 標準的な実施方法について、定期的に検証し、必要な見直しを組織的に実施で
きるよう仕組みを定め、検証・見直しを行っている。 c

□支援の標準的な実施方法の見直しに関する時期やその方法が施設で定められている。

□見直しの時期は、少なくとも１年に１回は検証し、必要な見直しを行う。

□標準的な実施方法の見直しに当たり、職員や母親と子ども等からの意見や提案が反映され
るような仕組みになっている。

① 施設運営や支援の内容について、自己評価、第三者評価等、定期的に評価を行
う体制を整備し、機能させている。 a

□評価に関する担当者・担当部署が設置されている。

□職員の参画による評価結果を分析・検討する場が、施設として定められ実行されている。

□３年に１回以上第三者評価を受けるとともに、定められた評価基準に基づいて、毎年自己評
価を実施している。

（８）　評価と改善の取組

（７）　標準的な実施方法の確立



② 評価の結果を分析し、施設として取り組むべき課題を明確にし、改善策や改善
実施計画を立て実施している。 c

□職員の参画により評価結果の分析を行っている。

□分析した結果やそれに基づく課題が文書化されている。

□職員間で課題の共有化が図られている。

□評価結果から明確になった課題について、職員の参画のもとで改善策や改善実施計画を策
定する仕組みがある。

□改善策や改善実施計画の実施状況の評価を実施するとともに、必要に応じて計画の見直し
を行っている。

（特に評価が高い点、改善が求められる点）

○特に評価が高い点
・職員と島原市子ども課担当者による定期的な自己評価が実施されており、忌憚のない意見交換を行い、例えば、施設の運
営理念の検討やマニュアル化が遅れている部分があると認識できたことなど、自己評価を通じて今後の改善に向け努力され
ているのが窺える。
△改善が求められる点
・支援についての標準的な実施方法については文書化されていない。支援を実施するときの留意点や母子へのプライバシー
の配慮など標準的な実施方法をマニュアル化することが望まれる。また、整備されているマニュアルや文書類は定期的に検
証し、必要に応じて見直しを行うことが望まれる。


